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利用にあたって 

 

１  「県民経済計算」は、国民経済計算の考え方や仕組みに基づき、長野県における経済活動を生産、

分配及び支出の三面から総合的に捉え、県経済の規模や構造を体系的・計量的に把握するマクロ経

済統計です。 

２  令和４年度（2022年度）長野県県民経済計算は、国際連合で合意された国際基準である「2008SNA」

に基づき、内閣府経済社会総合研究所から提示された、「県民経済計算標準方式（2015年（平成27年）

基準版）」に準拠して推計しています。実質値は平成27暦年を基準年としています。 

３  推計方法の改善や前年度公表後に確定した統計等を用いて、平成23年度まで遡って改定していま

すので、令和４年度以前の数値についても、今回公表した最新値をご利用ください。 

４  本文及び統計表における国の数値は「2022年度（令和４年度）国民経済計算年次推計」（内閣府経

済社会総合研究所 国民経済計算部）によります。 

５  統計表の記号について 

「―」は該当数値がないもの又は計算していないもの。 

「0」又は「0.0」は単位に満たないもの。 

「△」は負数のもの。 

６  数値については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳が一致しないことがあります。 

７  統計表の増加率は、次式により算出しています。 

（今年度の計数－前年度の計数）÷前年度の計数（絶対値）×100 

８  本書についての問い合わせ先は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〒380-8570 長野県長野市大字南長野字幅下 692-2 

長野県企画振興部総合政策課統計室統計第一係 

Tel     026-235-7070（直通） 内線 5156   Fax  026-235-0517 

E-mail  tokei@pref.nagano.lg.jp 
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１ 令和４年度の県民経済計算の概要 

県民経済計算の概要 

令和４年度の長野県の県内総生産は、名目で８兆 9182億円、実質で８兆 8096億円となり、経済成長率は

名目 3.1％増、実質 2.1％増となり、名目、実質ともに２年連続のプラスとなりました。 

県民所得は６兆 2783億円（前年度比 4.5％増）で、１人当たり県民所得は 310万８千円（同 5.1％増）、１人

当たり家計可処分所得は 253万円（同 0.2％減）となりました。 

図表１ 国及び長野県の主要指標 

 

図表２ 国及び長野県の名目経済成長率の推移 

 

図表３ 国及び長野県の実質経済成長率の推移 

 

対前年度
増加率(%)

対前年度
増加率(%)

県内総生産（名目） 8 兆 億円 3.1 8 兆 億円 4.3 

県内総生産（実質） 8 兆 億円 2.1 8 兆 億円 4.6 

県民所得 6 兆 億円 4.5 6 兆 億円 4.3 

１人当たり県民所得 万 8 千円 5.1 万 6 千円 5.0 

１人当たり家計可処分所得 万 0 千円 △ 0.2 万 5 千円 △ 3.4 

国内総生産（名目） 566 兆 億円 2.3 553 兆 億円 2.7 

国内総生産（実質） 551 兆 億円 1.5 543 兆 億円 2.8 

国民所得 408 兆 億円 3.3 395 兆 億円 5.3 

１人当たり国民所得 万 4 千円 3.8 万 3 千円 5.8 

１人当たり家計可処分所得 万 5 千円 1.4 万 0 千円 △ 2.1 
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２ 経済活動別県内総生産（生産側） 

(1) 概 況 

県内総生産（名目）を経済活動別にみると、宿泊・飲食サービス業が前年度比52.5％増など13項目で増加

となり、電気・ガス・水道・廃棄物処理業が同5.0％減など３項目で減少しました。 

 

図表４ 経済活動別県内総生産（名目） 

 

図表５ 経済活動別の対前年度増加率 

 

令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度 令和４年度令和３年度

１　農林水産業 157,504 153,114 2.9 △ 5.3 0.1 △ 0.1 1.8 1.8 

２　鉱業 8,995 7,313 23.0 △ 2.6 0.0 △ 0.0 0.1 0.1 

３　製造業 2,703,735 2,630,664 2.8 12.5 0.8 3.5 30.3 30.4 

４　電気･ガス･水道・廃棄物処理業 192,766 202,869 △ 5.0 △ 14.0 △ 0.1 △ 0.4 2.2 2.3 

５　建設業 556,143 551,471 0.8 △ 2.3 0.1 △ 0.2 6.2 6.4 

６　卸売･小売業 848,864 813,712 4.3 5.3 0.4 0.5 9.5 9.4 

７　運輸・郵便業 326,104 291,334 11.9 △ 1.3 0.4 △ 0.0 3.7 3.4 

８　宿泊・飲食サービス業 200,449 131,413 52.5 △ 9.0 0.8 △ 0.2 2.2 1.5 

９　情報通信業 233,113 234,979 △ 0.8 0.1 △ 0.0 0.0 2.6 2.7 

10 金融･保険業 308,327 300,549 2.6 5.5 0.1 0.2 3.5 3.5 

11 不動産業 910,807 922,353 △ 1.3 △ 0.7 △ 0.1 △ 0.1 10.2 10.7 

12 専門・科学技術、業務支援サービス業 511,137 502,188 1.8 4.0 0.1 0.2 5.7 5.8 

13 公務 407,832 392,709 3.9 4.3 0.2 0.2 4.6 4.5 

14 教育 336,168 333,623 0.8 △ 0.9 0.0 △ 0.0 3.8 3.9 

15 保健衛生・社会事業 803,371 794,910 1.1 1.3 0.1 0.1 9.0 9.2 

16 その他のサービス 343,116 333,095 3.0 5.3 0.1 0.2 3.8 3.9 

17.小計（１～16） 8,848,431 8,596,296 2.9 4.0 2.9 4.0 99.2 99.4 

18 .輸入品に課される税・関税 235,077 177,811 32.2 21.3 0.7 0.4 2.6 2.1 

19 .（控除）総資本形成に係る消費税 165,356 127,040 30.2 6.4 0.4 0.1 1.9 1.5 

20 県内総生産（17+18-19） 8,918,152 8,647,067 3.1 4.3 3.1 4.3 100.0 100.0 

　第１次産業　　　１ 157,504 153,114 2.9 △ 5.3 0.1 △ 0.1 1.8 1.8 

　第２次産業　　　２＋３＋５ 3,268,873 3,189,448 2.5 9.6 0.9 3.4 36.7 36.9 

　第３次産業　　　４＋６～16 5,422,054 5,253,734 3.2 1.1 1.9 0.7 60.8 60.8 

実数(100万円) 対前年度増加率(％) 寄与度(％) 構成比(％)

△ 5.0

△ 1.3

△ 0.8
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経済成長率（名目）3.1％増に対する寄与度を経済活動別にみると、製造業が0.85％など13項目で増加に

寄与しており、不動産業が0.13％など３項目で減少に寄与しています。 

経済活動別の構成比は、比率が高い順に製造業30.3％、不動産業10.2％、卸売・小売業9.5％などの順

となりました。 

経済活動別の構成比について全国＝1.00とする特化係数でみると、農林水産業が1.74、製造業1.58と大

きく、情報通信業が0.54、専門･科学技術、業務支援サービス業が0.63と小さくなっています。 

 

図表６ 経済活動別の寄与度 

 

図表７ 経済活動別の構成比（％）                    図表８ 経済活動別の特化係数 
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(2) 製造業 

 令和４年度の製造業総生産額（名目）は２兆 7037億円、前年度比は 2.8％増となりました。 

 製造業に占める業種別の構成比は、比率が高い順にはん用・生産用・業務用機械が 25.8％、電子部品・

デバイスが 15.0％、情報・通信機器が 12.9％となりました。 

業種別の総生産額では、はん用・生産用・業務用機械が6974億円と最も高く、前年度比は11.6％増となり

ました。 

前年度比でプラスとなった業種は、輸送用機械が 18.8％増など８業種となり、マイナスとなった業種は、化

学が 56.3％減など７業種となりました。 

 

図表９ 製造業の業種別総生産  

 
 
 

図表 10 製造業総生産の推移                           図表 11 製造業総生産の対前年度増加率の推移 

 

  

令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度 令和４年度令和３年度

　製造業 2,703,735 2,630,664 2.8 12.5 2.8 12.5 100.0 100.0 

(1) 食料品 311,197 299,009 4.1 12.5 0.5 1.4 11.5 11.4 

(2) 繊維製品 8,492 11,008 △ 22.9 55.7 △ 0.1 0.2 0.3 0.4 

(3) パルプ・紙・紙加工品 19,772 22,140 △ 10.7 △ 5.2 △ 0.1 △ 0.1 0.7 0.8 

(4) 化学 40,130 91,842 △ 56.3 1.4 △ 2.0 0.1 1.5 3.5 

(5) 石油・石炭製品 3,606 4,302 △ 16.2 △ 23.0 △ 0.0 △ 0.1 0.1 0.2 

(6) 窯業・土石製品 76,291 75,076 1.6 △ 2.5 0.0 △ 0.1 2.8 2.9 

(7) 一次金属 50,738 59,853 △ 15.2 16.3 △ 0.3 0.4 1.9 2.3 

(8) 金属製品 160,702 146,083 10.0 4.2 0.6 0.2 5.9 5.6 

(9) はん用・生産用・業務用機械 697,448 624,895 11.6 21.2 2.8 4.7 25.8 23.8 

(10) 電子部品・デバイス 405,788 419,849 △ 3.3 39.5 △ 0.5 5.1 15.0 16.0 

(11) 電気機械 172,866 177,169 △ 2.4 24.8 △ 0.2 1.5 6.4 6.7 

(12) 情報・通信機器 349,923 326,858 7.1 △ 17.9 0.9 △ 3.0 12.9 12.4 

(13) 輸送用機械 193,714 163,007 18.8 5.4 1.2 0.4 7.2 6.2 

(14) 印刷業 35,689 35,056 1.8 11.6 0.0 0.2 1.3 1.3 

(15) その他の製造業 177,379 174,517 1.6 29.7 0.1 1.7 6.6 6.6 

実数（100万円） 対前年度増加率（％） 寄与度（％） 構成比（％）
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製造業総生産（名目）の前年度比2.8％増に対する寄与度を業種別にみると、はん用・生産用・業務用機

械が2.76％増など、８業種が増加に寄与しており、化学が1.97％減など、７業種が減少に寄与しています。 

業種別の構成比について全国＝1.00とする特化係数でみると、情報・通信機器が5.31、電子部品・デバイ

スが2.18、はん用・生産用・業務用機械が1.59と大きくなっています。 

 

図表 12 製造業の業種別寄与度 

 

図表 13 製造業の業種別構成比（％）                        図表 14 製造業の業種別特化係数 
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・繊維製品 0.3％        ・石油・石炭製品 0.1％ 
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３ 県民所得の分配 

(1) 概 況 

令和４年度の県民所得は６兆 2783億円、前年度比は 4.5％増となりました。 

県民所得の構成項目の内訳をみると、雇用者報酬が 70.0％、財産所得が 6.8％、企業所得が 23.2％とな

りました。 

項目別に前年度比をみると、雇用者報酬が 0.6％増、財産所得が 4.4％増、企業所得が 18.4％増となりま

した。 

県民所得の前年度比 4.5％増に対する寄与度を項目別にみると、雇用者報酬が 0.4％増、財産所得が

0.3％増、企業所得が 3.8％増となりました。 

 

図表 15 県民所得の分配 

 

図表 16 県民所得の対前年度増加率と項目別寄与度の推移               図表 17 県民所得の構成比 

 

令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度

１．雇用者報酬 4,393,350 4,369,304 0.6 0.1 0.4 0.1 70.0 72.7

(１)賃金・俸給 3,759,975 3,748,536 0.3 △ 0.3 0.2 △ 0.2 59.9 62.4

(２)雇主の社会負担 633,375 620,768 2.0 2.4 0.2 0.3 10.1 10.3

２．財産所得（非企業部門） 428,578 410,562 4.4 11.1 0.3 0.7 6.8 6.8

(１)一般政府（地方政府等） 23,117 18,971 21.9 12.2 0.1 0.0 0.4 0.3

(２)家計 398,746 385,789 3.4 10.9 0.2 0.7 6.4 6.4

①利子 71,809 65,338 9.9 △ 4.2 0.1 △ 0.0 1.1 1.1

②配当（受取） 71,380 67,438 5.8 25.2 0.1 0.2 1.1 1.1

③保険契約者に帰属する財産所得 154,573 152,012 1.7 3.5 0.0 0.1 2.5 2.5

④賃貸料（受取） 100,984 101,001 △ 0.0 28.2 △ 0.0 0.4 1.6 1.7

(３)対家計民間非営利団体 6,715 5,802 15.7 17.0 0.0 0.0 0.1 0.1

３．企業所得 1,456,390 1,230,537 18.4 19.6 3.8 3.5 23.2 20.5

(１)民間法人企業 882,074 680,330 29.7 48.6 3.4 3.9 14.0 11.3

ａ.非金融法人企業 738,851 562,800 31.3 64.3 2.9 3.8 11.8 9.4

ｂ.金融機関 143,223 117,530 21.9 1.8 0.4 0.0 2.3 2.0

(２)公的企業 26,733 22,230 20.3 85.9 0.1 0.2 0.4 0.4

(３)個人企業 547,583 527,977 3.7 △ 5.6 0.3 △ 0.5 8.7 8.8

４．県民所得（要素費用表示）（1+2+3） 6,278,318 6,010,403 4.5 4.3 4.5 4.3 100.0 100.0

　一人当たり県民所得　（千円） 3,108 2,956 5.1 5.0 - - - -

実数（100万円） 対前年度増加率(％) 寄与度(％) 構成比(％)

△ 1.4

4.2

△ 0.1

5.0

0.3 2.3
0.6

△ 2.1

△ 5.3

4.3
4.5

△ 10.0

△ 5.0

0.0

5.0

10.0

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４年度

％

雇用者報酬 財産所得

企業所得 県民所得（対前年度増加率）

雇用者報酬

70.0%

財産所得

6.8%

企業所得

23.2%
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（２） １人当たり県民所得 

県民所得の総額６兆 2783億円を、令和４年 10月１日現在の県の総人口 201万 9993人で除した１人当た

り県民所得は 310万８千円で、前年度比は 5.1％増となりました。 

国民経済計算による１人当たり国民所得 327万４千円と比較すると、対全国比は 94.9％となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 18 県民所得、県人口及び１人当たり県民所得の推移 

 

※県人口は「国勢調査」、「国勢調査の結果による補間補正人口」、「人口推計年報」（総務省統計局）によります。 

※平成27年基準改定により、中央政府等の地域事業所はいずれの都道府県にも属さない擬制的な地域（準地域）に属するもの

として扱うこととなり、「県民所得」、「国民所得」とでは推計上の概念が異なることとなったため、比較には注意が必要です。 

 

 

 

図表 19 １人当たり県（国）民所得と対全国比の推移 

 

 

 

項      目 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４年度

県民所得　（億円） 55,870 55,095 57,405 57,369 60,234 60,407 61,817 62,172 60,886 57,643 60,104 62,783 

対前年度増加率（％） - △ 1.4 4.2 △ 0.1 5.0 0.3 2.3 0.6 △ 2.1 △ 5.3 4.3 4.5 

県人口　（人） 2,142,409 2,132,301 2,122,398 2,110,496 2,098,804 2,091,250 2,082,181 2,072,655 2,060,958 2,048,011 2,033,182 2,019,993

対前年度増加率（％） - △ 0.5 △ 0.5 △ 0.6 △ 0.6 △ 0.4 △ 0.4 △ 0.5 △ 0.6 △ 0.6 △ 0.7 △ 0.6 

1人当たり県民所得（千円） 2,608 2,584 2,705 2,718 2,870 2,889 2,969 3,000 2,954 2,815 2,956 3,108 

対前年度増加率（％） - △ 0.9 4.7 0.5 5.6 0.7 2.8 1.0 △ 1.5 △ 4.7 5.0 5.1 

2,815

2,956

3,108

2,980

3,153

3,274

93.2 92.0 92.5 91.8 92.9 93.5 94.0 94.3 92.9 94.5 93.8 94.9

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４年度

％千円
長野県 国 長野県/国

国＝100

１人当たり県民所得の増加率 ＝ 県民所得増加率 － 県人口増加率 となります。 

１人当たり県民所得 ＝ 
県民所得（雇用者報酬＋財産所得＋企業所得）

県人口
 

 

※企業所得を含む県全体の所得水準を示すもので、個人所得や賃金の水準を表すものではありません。 

 また年金所得等も県民所得には含まれていません。 
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（３） １人当たり家計可処分所得 

家計可処分所得の総額５兆 1107億円を、令和４年 10月１日現在の県の総人口 201万 9993人で除した１

人当たり家計可処分所得は 253万円で、前年度比は 0.2％減となりました。 

国民経済計算による１人当たり家計可処分所得 251万５千円と比較すると、対全国比は 100.6％となりまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 20 家計可処分所得、県人口及び１人当たり家計可処分所得の推移 

 

※県人口は「国勢調査」、「国勢調査の結果による補間補正人口」、「人口推計年報」（総務省統計局）によります。 

 

 

図表 21 １人当たり家計可処分所得（県・国）と対全国比の推移 

 

  

  

項      目 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４年度

家計可処分所得　（億円） 50,424 49,621 50,853 51,227 52,006 52,425 52,184 52,135 51,400 53,769 51,536 51,107

対前年度増加率（％） - △ 1.6 2.5 0.7 1.5 0.8 △ 0.5 △ 0.1 △ 1.4 4.6 △ 4.2 △ 0.8

県人口　（人） 2,142,409 2,132,301 2,122,398 2,110,496 2,098,804 2,091,250 2,082,181 2,072,655 2,060,958 2,048,011 2,033,182 2,019,993

対前年度増加率（％） - △ 0.5 △ 0.5 △ 0.6 △ 0.6 △ 0.4 △ 0.4 △ 0.5 △ 0.6 △ 0.6 △ 0.7 △ 0.6

1人当たり家計可処分所得（千円） 2,354 2,327 2,396 2,427 2,478 2,507 2,506 2,515 2,494 2,625 2,535 2,530

対前年度増加率（％） - △ 1.1 3.0 1.3 2.1 1.2 △ 0.0 0.4 △ 0.9 5.3 △ 3.5 △ 0.2

2,625

2,535
2,530

2,532

2,480
2,515

103.6 102.9 105.3 106.7 107.0
107.7 106.6

105.3
102.3 103.7 102.2 100.6

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４年度

％千円
長野県 国 長野県/国

国＝100

１人当たり家計可処分所得 ＝ 
家計可処分所得

県人口
 

※家計可処分所得は、税や社会保障などによる所得の再配分が行われた後の家計の所得水準を示すものです。 

  家計可処分所得＝所得支出勘定・家計部門の受取－年金受給権の変動調整－財産所得（支払） 

－所得・富等に課される経常税－社会負担－その他の経常移転（支払） 
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４ 県内総生産（支出側） 

(1) 概 況 

令和４年度の県内総生産（支出側）は８兆 9182億円で、前年度比は 3.1％増となりました。 

項目別にみると民間最終消費支出が前年度比 5.7％増、地方政府等最終消費支出が同 3.1％増、県

内総資本形成が同 17.1％増となりました。 

項目別の寄与度は、民間最終消費支出が 3.1％増、地方政府等最終消費支出が 0.5％増、県内総資

本形成が 4.8％増、財貨・サービスの移出入（純）が 5.3％減となりました。 

構成項目の内訳をみると、民間最終消費支出が 55.1％、地方政府等最終消費支出が 17.5％、県内総

資本形成が 32.0％となりました。 

 

図表 22 県内総生産（支出側） 

 

 

図表 23 県内総生産の対前年度増加率と項目別寄与度の推移         図表 24 県内総生産（支出側）の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度

１．民間最終消費支出 4,910,847 4,644,179 5.7 2.2 3.1 1.2 55.1 53.7

２．地方政府等最終消費支出 1,563,962 1,516,538 3.1 2.2 0.5 0.4 17.5 17.5

３．県内総資本形成 2,851,576 2,434,195 17.1 8.0 4.8 2.2 32.0 28.2

４．財貨 サービスの移出入(純) △ 408,233 52,155 - - △ 5.3 0.5 △ 4.6 0.6

５．県内総生産（支出側）（1+2+3+4） 8,918,152 8,647,067 3.1 4.3 3.1 4.3 100.0 100.0

実数（100万円） 対前年度増加率(％) 寄与度(％) 構成比(％)

△ 1.5

2.6

1.9

5.0

0.5

2.8

1.0

△ 1.6

△ 2.6

4.3

3.1

△ 6.0

△ 4.0

△ 2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４年度

％
地方政府等最終消費支出 財貨 サービスの移出入(純)
県内総資本形成 民間最終消費支出
県内総生産（対前年度増加率）

民間最終消費支出

55.1%

地方政府等最

終消費支出

17.5%

県内総資本形成

32.0%

財貨･サービ

スの移出入

(純)
-4.6%

 

「県内総生産（支出側）」とは 
 

県内総生産を支出側（家計消費、設備投資、公共投資など）から捉えたもので、その合計は生産側から捉えた県

内総生産（県内で新たに生み出された付加価値の合計）と一致します。 
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（2） 民間最終消費支出 

令和４年度の民間最終消費支出は４兆 9108億円、前年度比は 5.7％増となりました。 

項目別にみると家計最終消費支出が前年度比 6.0％増、対家計民間非営利団体最終消費支出が同

4.0％減となりました。 

民間最終消費支出の前年度比 5.7％増に対する寄与度を項目別にみると、家計最終消費支出が

5.8％増、対家計民間非営利団体最終消費支出が 0.1％減となりました。 
 

図表 25 民間最終消費支出の内訳 

 

図表 26 民間最終消費支出の推移                      図表 27 民間最終消費支出の対前年度増加率の推移 

 

図表 28 家計最終消費支出の費目別対前年度増加率 

 

 

 

令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度

民間最終消費支出 4,910,847 4,644,179 5.7 2.2 5.7 2.2 100.0 100.0 

　(１)家計最終消費支出 4,805,708 4,534,640 6.0 2.4 5.8 2.4 97.9 97.6 

　　　a．食料・非アルコール 774,128 741,064 4.5 1.9 0.7 0.3 15.8 16.0 

　　　b．アルコール飲料・たばこ 127,143 124,462 2.2 5.0 0.1 0.1 2.6 2.7 

　　　c．被服・履物 159,899 136,758 16.9 2.7 0.5 0.1 3.3 2.9 

　　　d．住居・電気・ガス・水道 1,203,407 1,174,974 2.4 1.7 0.6 0.4 24.5 25.3 

　　　e．家具・家庭用機器・家事サービス 239,383 224,592 6.6 7.3 0.3 0.3 4.9 4.8 

　　　f．保健・医療 167,443 160,963 4.0 2.4 0.1 0.1 3.4 3.5 

　　　g．交通 536,337 471,502 13.8 0.4 1.4 0.0 10.9 10.2 

　　　h．情報・通信 279,287 278,711 0.2 1.8 0.0 0.1 5.7 6.0 

　　　i．娯楽・スポーツ・文化 303,717 284,039 6.9 7.4 0.4 0.4 6.2 6.1 

　　　j．教育サービス 43,766 49,274 △ 11.2 △ 5.4 △ 0.1 △ 0.1 0.9 1.1 

　　　k．外食・宿泊サービス 301,392 236,780 27.3 △ 2.0 1.4 △ 0.1 6.1 5.1 

　　　l．保険・金融サービス 292,506 296,806 △ 1.4 4.6 △ 0.1 0.3 6.0 6.4 

　　　m．個別ケア・社会保護・その他 377,300 354,715 6.4 3.9 0.5 0.3 7.7 7.6 

　(２)対家計民間非営利団体最終消費支出 105,139 109,539 △ 4.0 △ 8.5 △ 0.1 △ 0.2 2.1 2.4 

実数（100万円） 対前年度増加率(％) 寄与度(％) 構成比(％)

46,371 46,986
48,079 47,970 47,827 47,479 48,210
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47,932
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億円

1.3

2.3

△ 0.2

△ 0.3

△ 0.7

1.5
0.7

△ 1.3
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2.2

5.7

△ 6.0

△ 3.0

0.0

3.0

6.0

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４年度

%

△ 11.2

△ 1.4

0.2

2.2

2.4

4.0

4.5

6.4

6.6

6.9

13.8

16.9

27.3

教育サービス

保険・金融サービス

情報・通信

アルコール飲料・たばこ

住居・電気・ガス・水道

保健・医療

食料・非アルコール

個別ケア・社会保護・その他

家具・家庭用機器・家事サービス

娯楽・スポーツ・文化

交通

被服・履物

外食・宿泊サービス

△ 15.0 △ 10.0 △ 5.0 0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0
%
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参考：県民経済計算の相互関連図（令和４年度） 

 

 

 

 

産出額

（市場価格表示） 県内総生産 中間投入

168,696

県内総生産

（市場価格表示） 県内純生産（市場価格表示）

89,182

 

県内純生産

（市場価格表示） 県内純生産（要素費用表示） 生産・輸入品に課される税

（控除）補助金

68,048

県内純生産

（要素費用表示） 県内雇用者報酬

60,825

域外からの所得（純） 財産所得（非企業部門）

県民所得

（要素費用表示） 県民雇用者報酬 企業所得

財貨・サービスの移出入（純）

62,783 （統計上の不突合を含む）

県内総生産（支出側） -4,082

（市場価格表示） 民間最終消費支出

89,182

域外からの所得（純）

県民総所得

（市場価格表示） 県内総生産（支出側）

91,140

※ 端数処理のため、各項目の合計と内訳が一致しない場合があります。

※ 図示による各項目の大きさは数値の大きさとは一致していません。

 県内総生産（生産側）（市場価格表示）＝産出額－中間投入額＝県内総生産（支出側）（市場価格表示）

 県内純生産（要素費用表示）＝県内総生産（生産側）（市場価格表示）－固定資本減耗－生産・輸入品に課される税＋補助金

 県民所得（要素費用表示）＝県内純生産（要素費用表示）＋域外からの所得（純）

 県民総所得（市場価格表示）＝県民所得（要素費用表示）＋固定資本減耗＋生産・輸入品に課される税－補助金

  

89,182

支
　
出

最終消費支出 県内総資本形成

49,108 15,640 28,516

地方政府等

1,958

分
　
配

43,934 4,286 14,564

1,958

（単位：億円）

生
　
産

89,182 79,515

固定資本減耗

68,048 21,133

60,825 7,224

営業余剰・混合所得

43,786 17,039


